
日本マクドナルドホールディングス株式会社�
（旧　日本マクドナルド株式会社）� 証券コード：2702

第32期中間事業報告書�
2002年1月1日　　　2002年6月30日�



uality

品　質�

ervice

サービス�

leanliness

清　潔�

alue

価　値�

McDonald’s Japan 2002 ● 21 ● McDonald’s Japan 2002

日本マクドナルドは創業以来、「Q（Quality＝
信頼の品質）S（Service＝スピーディーで心
地よいサービス）C（Cleanliness＝清潔で快
適な食事環境）＋V（Value＝付加価値）」に
基づく店舗作りを通して、日本全国、いつで
も、どこでも安心してご利用いただける“親
しみのブランド”として、多くのお客様から
愛され続けています。また、その長年の経営
努力は昨年、民間調査機関によって国内の有
力企業を対象に実施された企業イメージ調査
において、「顧客ニーズの対応に最も熱心な
企業」として評価を頂戴する形で結実してい
ます。成長性の面においても、現在のお客様
の店舗への来店頻度は、米国・豪州の17回／
１年に比べて5.8回とまだまだ少なく、長期
的な食スタイルの変化を考えても、成長プロ
セス上にある業態といえます。

一方、日本マクドナルドのこれまでの成長
は、如何なる順風下にあろうとも、その環境
に漫然と甘んじることなく、常に、新たなる
成長に向けて挑戦を続けてきた結果でもあり
ます。上場外食企業の平均的な売上スケール
が300～500億円程度にとどまっているなか、

日本マクドナルドの売上が抜きん出ている背
景には、創業以来の徹底したマーケティング
により、お子様からファミリーまで、幅広い
お客様層の獲得が図れたことに他なりませ
ん。しかし、ライフスタイルの変化に伴い、
外食需要はますます多様化の様相を呈してき
ているのも事実です。全体で27兆円という巨
大な外食市場において、外食トップのマクド
ナルドでさえ、その市場シェアはわずか１％
強。商品開発とともに、マクドナルドブラン
ドだけでは取りきれない新規マーケットに対
するアプローチの必要性は、今後ますます増
大してくるものと思われます。

日本マクドナルドはお客様の期待に対して
次のように約束します。「日本中の街角の全
てのマクドナルドには、いつでも、おいしい
フードと、うれしいバリューがあります。私
たちは、大切なお客様ひとりひとりに、楽し
さがあふれ、思わず笑顔になれるような、あ
たたかさに満ちた他に真似のできない食体験
を、誇りを持って提供します。」
これまで同様、皆様の厚いご支援のほど、

よろしくお願い申し上げます。
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株主資本比率は、前期末

の63.2％からさらに向上

し、67.4％となりました。

■業績の推移

■財務構成
企業理念 QSC＋V
Q（品質）、S（サービス）、
C（清潔）が最高の形で
結びついたとき生まれる
のが、様々なValue（価
値）。
それは、おいしいものを
おいしく食べられる素敵
な空間、家族の笑顔がこ
ぼれるくつろぎの場、い
つ行っても楽しい場所、
車に乗ったままで買える
ドライブスルー。お客様
の「満足」につながるも
のすべてがValue（価値）
なのです。本物のV（価
値）を生み出すために、
私たちは常に完成された
Q、S、Cの実践を心掛
けています。

代表取締役社長兼COO
八木　康行

代表取締役会長兼CEO
藤田　　田

●会計方針の変更等

当中間期より、固定資産の減価償却方法の変更、営業収益及び営業費

用の一部について計上区分の変更、未回収プリペイドカードの会計処

理の変更を行いました。詳細は 9ページの「決算の概況」をご覧下さ

い。

「マクドナルド・ブランド・プロミス」

2002年８月
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持株会社化� 権限の委譲�

関東地区本部�

中央地区本部�

関西地区本部�

店舗開発�

マーケティング�

フランチャイズ�

人　　事�

施策と事業展開

取り巻く市場環境とポジショニング 持株会社化
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●外食産業の動向

●マクドナルドブランドの評価

外食産業全体の市場規模は4年連続前年
を下回り、2001年は約27兆円となって
おります（外食産業総合調査研究セン
タ－デ－タ）。BSEの報道以後、行政や
民間企業による不正の発覚が相次ぎ、消
費者の食の安全に対する信用不安は一段
と高まりました。これにより、ハンバ－
ガ－業界の年商規模も、若干ではありま
すが前年より減少しております。

●組織改革を行いました

めまぐるしく変化する事業環境下では、適切かつ迅速な意思
決定が事業成功の命運を分けることになります。当社では、
これらに対応すべく地区本部を基幹プロフィットセンターと
して位置づけ、できる限りの権限委譲を通して、迅速な意思
決定が行える体制づくりを進めています。これと同時に、自
主責任経営が最も有効に反映される手法として、会社分割に
よる持株会社体制に移行し、グループ経営を推進してまいり
ます。

当社は日経新聞が、毎年、国内大手企業
約1,100社を対象に行っている企業イ
メ－ジ調査において、昨年度は「顧客
ニ－ズの対応に熱心な企業」「親しみが
持てる企業」「活気のある企業」の 3つ
の項目で消費者の皆様から国内No.1の
評価を頂戴しました。BSEや不当表示問
題など、「企業に対する信頼の重要性」
が今まで以上に増しているこの時代に、
消費者の皆様からこのような評価をいた
だけたことは、当社にとって何にも変え
られない喜びです。
一方、創業から、また90年のバブル経済崩
壊以後、当社が行ってきた数々の取り組
みについても、「スピ－ド経営」「自己改
革」「社会変化への順応」といった項目で
も高い評価をいただいております。
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1位�1位� 顧客ニーズの対応に熱心な企業� 1位�親しみが持てる企業�

2位�スピード経営�

3位�自己改革に積極的�

4位�社会変化への順応�

3位�営業・販売力�

5位�広告力�

1位�活気のある企業�

出典：2001年日経企業イメージ調査

シェアはシステムワイドセールスによります。

当社としては、次世代もリーディングカ
ンパニーとなるべく、今後成長が期待さ
れる市場・業態への新規事業参入に対し
て積極的に取り組んでおります。新規事
業立ち上げ調査のキーワードは「今後の
成長が期待される市場」かつ「当社の強
みおよび経営資源が有効に活かせる業
態」です。ここから、当中間期においては
イギリスから来たナチュラル・サンドイッチ
チェーンの日本プレタ・マンジェñおよび
eコマースを担うñエブリデイ・マックの
2社を立ち上げました。今後もさらなる新
規事業の調査・開発に注力してまいります。

●新規事業を立ち上げ
ました

今日の日本において、多くの企業が“選
択と集中”をキーワードに新規事業開発
を進めるとともに、本業に特化したコア
ビジネスの強化を図っています。これら
の推進のため、「会社分割」による持株
会社体制に移行しました。

2002年度上半期の動向

権限の委譲
地区本部に「店舗開発」「マーケティング
活動」「フランチャイズビジネス」「労働
環境の整備と充実」にかかわる権限と責
任を委譲し、最適な店舗配置の実現や、
地域の特色にあったプロモーション戦略
立案、営業活動に専念できる体制づくり
を行いました。
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いつでも、どこでも、
同じおいしさ、同じ品質、同じサービス。
これがマクドナルドの「世界基準」です。

原材料のこだわり

安全と品質への
取り組み

Vol. 2

S a f e t y

マクドナルドのミートパティは、クリーンでグリーンなオース
トラリアの大地で、ストレスなく大切に育てられた牛だけを使
用しております。ここでも温度管理、微生物検査などのチェッ
クが行われ、安全性が確認されております。また食材のみなら
ず、施設そのものにも厳しい基準を定め、その基準をクリアし
た工場だけに原材料の納入が許されております。

店舗のこだわり

店舗に届けられたミートパティは、搬送状況を確認し、すばや
く冷凍庫に保管されます。店舗にはお客様に安心と安全をお届
けするためのマクドナルドにしかないカレンダーがあります。
これには食材の温度管理、厨房機器のメンテナンス、商品の味
覚チェック等毎日の作業が細かく分類され、計画的に継続・実
施され、記録されております。

工場のこだわり

牛肉は、工場に入る前の段階での微生物検査が行われます。食
材の安全性がチェックされ、基準をクリアした牛肉のみが加工
工場内に搬入されます。その後解凍、ミンチ加工、成型、冷凍
パッケージングの各工程にて、微生物増殖がおこりうる可能性
のあるポイントのチェック作業が行われます。さらに出荷直前
にも再度微生物チェックを行い、万全の管理方法で食材の安全
性を実現しております。

人のこだわり

どんなに安全性の高い原材料でも、どんなに安心な加工工場で
も、どんなに管理された物流センターでも、どんなに正確に準
備された厨房機器でも、一番大切なのは、店舗で業務にたずさ
わる「人」の衛生管理です。どんなに優れた設備やシステムが
あっても、大切なのは決まりごとをいつでもキチンと守ること
です。

店舗での品質・衛生管理は私たちがお客様に約束する最も大切
なことです。今、市場ではさまざまな「食全体に対する不安感」
がまだ払拭しきれておりません。私たちはお客様の笑顔を見る
ために日夜努力を続け、高いレベルでの品質・衛生管理をお約
束いたします。

配送のこだわり

「HACCP」管理は、流通過程でも行われます。温度や品質の状
態がチェックされ、記録されます。基準外の場合は、この段階
で受け入れを拒否されます。全国13ヶ所の物流センターでは、
ミートパティ以外の食材、包装材もすべて管理されております。
保管中の資材は毎日温度を確認し、記録されております。また
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このセンターから店舗までの配送も専用の車両を使用し、冷凍
庫や冷蔵庫の温度も常に運転席より確認できるようにしており
ます。

マックト－キョ－メニュー
マックト－キョ－メニュ－は販売地域をさらに拡大、導入は

3,040店舗にまで広がります。これによりニ－ズの高かったサ

ラダやスナックタイムに対応したメニュ－が、8割の店舗でお

召し上がりいただけるようになります。

なっ得バリュ－
マクドナルドはお客様の生活応援団。毎日食べたい、たくさん

食べたい、そんな声にお応えして、品質はそのままにハンバ－

ガ－、チ－ズバ－ガ－、フランクバ－ガ－の特別価格を設定し

ました。なっ得バリュ－の商品や価格については、3ヶ月単位

で見直す予定です。

SSセット
セット価格についても、バーガーが2つもついて360円という

一層お手頃価格でお楽しみいただけるセットを設定いたしまし

た。

新プロジェクト
「バリュ－セットは便利だが、サイドメニュ－にバリエ－ションを」という

リクエストには、現在、岡山等でテスト中の「マックチョイス」です。これ

は、お客様自身が自分のお好きな商品を組み合わせてセットにしていくもの

で、秋には導入の予定です。

ハッピ－セット　新プライス
みんなが大好きなおもちゃ付のハッピーセット。お子様をお

持ちのお母様には、お昼代わりに、さらに気軽にご利用いた

だきたいとハッピ－セットにお求めやすい新プライスを設定

しました。

2002年下期に向けたマーケティング戦略

マクドナルドでは、本年、お客様の声をもとに、Quality ＆ Priceのバランスを重視したト－タルバリュ－の提供を
目指した商品戦略を進めており、これまでに、お客様からの要望の高かった香り高いプレミアムコ－ヒ－、メニュ－
バリエ－ションへの要望にお応えするマックト－キョ－メニュ－の全国展開をスタ－トしております。
7月には夏季限定メニュ－として「野菜をサンドした商品を」という声にお応えする自然の素材にこだわったヘル

シ－なチキンサラダサンドを発売しました。

当社が1995年から採用しているHACCP（ハセップ）とは、
NASAで開発された、原材料段階から加工、調理などすべ

ての工程において、細菌の付着や増殖などの危険を予測
し、対策を行う極めて厳格な安全管理システムです。
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2002年上半期は、BSE（牛海綿状脳症）報道以降、昨秋から落ち込

んだ来客数の回復の遅れが、当社の業績を大きく圧迫する結果となり

ました。しかし、後述のように当社が上半期を通じて実施した「顧客

満足度調査」におきましては、既にBSEを理由に牛肉を使用した商品

を敬遠する風潮は減少傾向にあり、これに代わり“メニューへの期待”

といった外食産業本来の顧客ニーズが高まりを見せる結果となってお

ります。

Sales  Activities
当中間期の活動 概況をご報告いたします

当社が四半期毎に実施している「顧客満足度調査」に基づき、商品

ラインナップと価格体系を一新した「エブリデースマイルメニュー」

の販売を、2002年２月14日に開始いたしました。さらに2002年６月よ

り、従来のコーヒーよりもワンランク上質な味の「プレミアムコーヒ

ー」を全国の標準店舗に導入を開始いたしました。同時に、新鮮で高

品質のブレックファースト、サラダ＆スープ、スイーツ＆カフェで構

成される「マックトーキョーメニュー」の販売を全国約2,800店舗で開

始いたしました。

商品開発につきましては、「マックスター」「サクっとメンチマック」

「マック卵まん」「フランクバーガーwithとろーりチーズ」「さっぱり

カルビ」の５種類のサンドイッチを投入いたしました。また、新商品

の開発を強化するために商品開発部の増員を大幅に行いました。

イベントプロモーション（店舗全体のイメージを統一して行うプロ

モーション）につきましては、映画を題材としたものと「ワールドカ

ップサッカー」の２本を実施し好評を得ました。当社では今後とも積

極的にこのようなプロモーションの開発に取り組んでいきたいと考え

ております。

当社調査によりますと、現在のお客様ニーズの上位項目は、A「メ

ニューの充実」B「商品の安全性」C「価格」となっており、今後こ

れらに対応した強力な施策の遂行が課題であると考えております。特

にメニューや安全性の面においては、当社の基幹メニューである牛肉

を使用したハンバーガー類の販売促進の拡大を中心課題としておりま

すが、これにつきましては、牛肉の供給国でありますオーストラリア

政府とも連携を図りながら、お客様へ清潔で安全な当社製品の告知を

行っていきたいと考えております。一方、店舗展開面につきましては、

地域内における収益力の強化のため、地域内におけるリロケート（店

舗の再配置）やスクラップ・アンド・ビルド（店舗の新設・閉店）が

必要課題となっており、今後とも積極的に進めていく計画であります。

当下半期以降の日本経済も、雇用環境に改善の兆しが見られないこ

ともあり、個人消費の冷え込みが続くものと思われますが、当社はお

客様の満足度のさらなる向上と、それによる業績の拡大を目指してま

いります。しかし、上半期の業績不振の影響は大きく、当期の売上高

は期首見込みから256億円減少の3,394億円、経常利益は同116億円減少

の110億円、当期利益は同52億円減少の61億円を見込んでおります。

店舗設備につきましては、革新的な製造方法である「MADE FOR

YOU」（新鮮な商品をより速くお客様に提供するためのオーダーメー

ド調理システム）を始めとする設備投資を行ってまいりました。

店舗展開につきましては、「エリアマーケット」（マーケットを面で

捉えその中でのポテンシャルを最大化する）の視点から、それぞれの

マーケットの特性に合わせた適正規模での出店を続けております。

当中間期は標準店舗31店、サテライト店舗70店、合計101店舗の出店

を行いました。

●部門別売上高構成比（単位：百万円）

●エブリデースマイルメニュー

●マックトーキョーメニュー
1．直営店販売部門売上高金額にはフラン
チャイズ店舗分売上高は含まれており
ません。

2．サンドイッチには、ハンバーガー、チ
ーズバーガー、ビッグマック、フィレ
オフィッシュ、チキンタツタ等のバー
ガー類が含まれております。

3．フランチャイズ収入部門はロイヤルテ
ィー、賃貸料、広告宣伝費、店舗売却
代金等の収入です。

4．その他売上とは、広告宣伝事業、委託
販売事業および関係会社への役務提供
事業から生ずる収益です。

「もっといろいろな商品を選べたら良いの
に」「平日も、休日もおトクだといいのに」
このふたつのリクエストにお応えしたの
が、2月14日にスタ－トした『エブリデ－

スマイルメニュ－』
です。3 種類のハン
バ－ガ－類を新たに
レギュラ－メニュ－
に組み入れるととも
に、平日、土曜、日
祭日のメニュ－を一
律にお求めやすいプ
ライスに変更して、
お客様からご好評を
いただいております。

「もっと野菜を」「ティ－タイムのメニュ－
に広がりを」の声にお応えして登場したの
がサラダ＆ス－プ、スイ－ツ＆カフェで構
成される『マックト－キョ－』。東京地区
での好評を受けて2002年6月17日からは全
国2,800店舗にその販売網を拡大。より多
くのお客様に“多彩なメニュ－”を“いつ
でも食べたい時に”お召し上がりいただけ
るようになりました。

●ワールドカップサッカー
日本中、いや世界中が沸きに沸いた2002
FIFAワ－ルドカップ。マクドナルドはオフ
ィシャルパ－トナ－として、サッカ－フェ
スタ開催やプレ－ヤ－エスコ－ト等で強力
にサポ－トしてまいりました。これからも
マクドナルドは、さらに熱く、さらにダイ
ナミックに、さまざまなスポ－ツを応援し
てまいります。

取り巻く環境

第       　期 

●プレミアムコーヒー
豊かな香りと深いコク。『プレミアムコ－
ヒ－』はマクドナルドが自信を持って提供
する、お客様の嗜好にお応えした深煎りの
本格派フレンチロ－ストコ－ヒ－です。コ
クのある「コロンビア」、キレのある苦味
が特徴の「ブラジル」、ひときわ香りが豊
かで柔らかな酸味を持つ「グアテマラ」を
絶妙なバランスでブレンド。各店舗毎で豆
を挽き、洗練された味わいをお客様にお楽
しみ頂いています。



第32期

2002年6月30日現在

第31期

2001年6月30日現在

第32期
2002年１月１日から
2002年６月30日まで

第31期
2001年１月１日から
2001年６月30日まで

第31期

2001年12月31日現在
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Financial Statements
決算の概況

Financial Statements

（単位：百万円）

資産の部 経常損益の部

営業損益の部

営業外損益の部

特別損益の部

流動資産 48,652 35,363 66,525

固定資産 184,978 194,781 185,765

資産合計 233,630 230,145 252,290

負債の部

流動負債 66,995 62,620 76,180

固定負債 9,076 52,585 16,617

負債合計 76,072 115,205 92,797

資本の部

資本金 24,113 8,813 24,113

再評価差額金 △ 2,745 ― △ 2,786

法定準備金 42,377 8,237 42,377

剰余金 87,678 87,706 90,294

（うち中間（当期）利益） （1,412） （7,597） （10,186）

その他有価証券評価差額金 6,134 10,182 5,493

資本合計 157,558 114,939 159,492

負債及び資本合計 233,630 230,145 252,290

第31期
2001年１月１日から
2001年12月31日まで

中 間貸借対照表（要旨） （単位：百万円）

営業収益 158,334 183,853 361,672

営業費用 155,490 171,113 342,372

営 業 利 益 2,843 12,739 19,299

営業外収益 838 1,290 3,006

営業外費用 1,219 1,415 3,372

経 常 利 益 2,463 12,614 18,933

特別利益 1,310 4,076 5,229

特別損失 995 2,224 3,429

税引前中間（当期）利益 2,777 14,467 20,733

法人税、住民税及び事業税 1,624 6,900 9,731

法人税等調整額 △ 259 △ 30 815

中間（当期）利益 1,412 7,597 10,186

前期繰越利益 85,411 79,118 79,118

再評価差額金取崩額 △ 41 ― ―

中間（当期）未処分利益 86,783 86,716 89,305

中 間 損益計算書（要旨）

1998/12 1999/12 2000/12 2001/12 2002/12

1.6

5.8
9.0 8.2 6.9

（％）�■売上高経常利益率�

2 経常利益（中間期比較）
前年同期比80.5％減の24億63百万円となりまし
た。これは、消費者の食に対する信用不安がさらに
高まりを見せており、計画していた売上高を大きく
下回ったことによるものです。

1998/12 1999/12 2000/12 2001/12 2002/12
（中間期）�

�
総資産（百万円）�

�
株主資本（百万円）�
株主資本比率（％）�

233,630
207,874 200,388

223,010
252,290

157,558
105,715 76,097 97,189

159,492

67.4
50.9

38.0 43.6
63.2

株主資本比率は「健全性の指標」とされ
ており、この比率が高いほど財務の安全
性が高いと判断されますが、当社の場合
67.4％まで高まっております。総資産に
ついては、前期末より186億円減少して
おりますが、これは借入金の返済、配当
金支払等によるものです。なお、会社分
割による資産・負債の承継により、
2002年 7 月 1 日現在の総資産は2,081
億円となります。

＝直営店舗売上高+フランチャイズ店舗売上高�

システムワイドセールス�システムワイドセールス�

196,270

-11.12%

1998/12 1999/12 2000/12 2001/12 2002/12

175,833 190,557 205,786 220,835

10.60% 8.37% 7.99% 7.31%

直営店舗売上高　　フランチャイズ店舗売上高　　伸び率�

（百万円）�

3 中間利益
当中間期は、賞与引当金戻入益、過年度未回収商
品券戻入益等の特別利益及び過年度減価償却不足
額等の特別損失を計上したことにより、中間利益
は14億12百万円（前年同期比81.4％減）となりま
した。

システムワイドセールスとは会計上の「売上高」ではありませんが、日本マクドナルドがマクドナルド・
コーポレーションに支払うロイヤルティー及び藤田商店に支払うマネージメントフィーの算定の根拠
となる数値で、経営成績に密接なかかわりを持っています。

3％×196,270百万円＝5,888百万円（前年同期比736百万円減）
マクドナルド・コーポレーション：2.5％

藤田商店：0.5％

2002年12月期（中間期）：支払いロイヤルティー・マネージメントフィー

1

1

2

3

1998/12 1999/12 2000/12 2001/12 2002/12

（％）�■売上高中間利益率�

0.9

5.4

3.2

5.2
4.1

1 総資産と株主資本

●固定資産の減価償却方法の変更
当社では有形固定資産の減価償却方法を
当中間期より定額法に変更しました。こ
の変更により、従来と同一の方法によっ
た場合に比べ、当中間期の減価償却費は
1,779百万円減少し、営業利益及び経常
利益は1,779百万円、税引前中間利益は
1,173百万円それぞれ増加しております。

●売上及び売上原価の一部に
ついての計上区分の変更
直営店舗において発生する費用のうち、
従来販売費及び一般管理費に計上されて
いた一部の費用を、売上原価へ計上区分
の変更を行いました。また、広告宣伝事
業、委託販売事業及び関係会社への役務
提供事業から生ずる収益及び費用は、従
来は営業外損益に純額表示しておりまし
たが、当中間期より収益は売上へ、費用
については売上原価へそれぞれ計上区分
の変更を行いました。この変更により、
従来と同一の方法によった場合に比べ、
当中間期の営業収益は911百万円、営業
費用は6,254百万円それぞれ増加し、販
売費及び一般管理費は5,959百万円、営
業外収益は615百万円それぞれ減少して
おります。このため、営業利益は615百
万円増加しておりますが、経常利益及び
税引前中間利益への影響はありません。

●未回収プリペイドカードの
会計処理
販売後 2 年を超えて未使用のプリペイ
ドカードは、使用される可能性がほとん
どないことから、前受金を営業外収益に
振替処理することとしました。尚、当中
間期末現在、販売後2年を超えて未使用
とみなされるもののうち、過年度におい
て 2年超過した分として929百万円につ
いて、特別利益に計上しました。

中 間 期中 間 期中 間 期中 間 期

［中間期比較］

会計方針の変更等について
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店舗の状況
Store InformationFinancial Statements

当期の店舗展開と店舗数の推移

当期の店舗展開は、出店が220店舗、閉店もしくはリロケー

ション（店舗のロケーションの変更）が130店舗で純増90店舗

を予定しております。このうち当中間期では、101店舗の出店

と50店舗の閉店もしくはリロケーションを行った結果、中間期

末現在の店舗数は3,873店舗（純増51店舗）となりました。

なお、フランチャイズビジネスに係るフランチャイズ総店舗

数は、中間期末現在1,023店舗（純増100店舗）となり、総店舗

数の26.4％となりました。

（単位：百万円）中間キャッシュ・フロー計算書（要旨）

北海道地区：111店�

直営店…77店�
フランチャイズ店…34店�

九州・沖縄地区：302店�

直営店…227店�
フランチャイズ店…75店�

中国地区：142店�

直営店…101店�
フランチャイズ店…41店�

北陸・信越地区：200店�

直営店…145店�
フランチャイズ店…55店�

東北地区：168店�

直営店…123店�
フランチャイズ店…45店�

関東地区：1,564店�

直営店…1,118店�
フランチャイズ店…446店�

四国地区：97店�

直営店…71店�
フランチャイズ店…26店�

関西地区：754店�

直営店…571店�
フランチャイズ店…183店�

東海・中部地区：535店�

直営店…417店�
フランチャイズ店…118店�

当社の店舗網は、1990年12月の山

形県下への出店により、全都道府

県への出店を達成いたしました。

2002年 6 月末日現在の店舗数は

3,873店舗（国内）にのぼり、うち

直営店舗は約3/4の、2,850店舗と

なっております。

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,276 12,542 16,587

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,438 △ 10,802 △ 17,576

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 9,194 △ 9,000 24,218

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 5

現金及び現金同等物の増減額（△減少額） △ 14,356 △ 7,259 23,233

現金及び現金同等物の期首残高 48,446 25,212 25,212

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 34,090 17,953 48,446

4

5

6

7

4 営業活動による
キャッシュ・フロー

当中間期における営業活動により獲得した資金
は前年同期比89.8％減となりました。これは主
に、税引前当期利益が前年同期と比べ、大幅に
減少したことによります。

5 投資活動による
キャッシュ・フロー

当中間期において投資活動に使用した資金は前
年同期比40.4％減となりました。これは店舗設
備等への設備投資を40億36百万円抑制したほ
か、敷金・保証金の返還額の増加4億32百万円
と差入れ額の減少4億31百万円によるものです。

2001/12
（中間期）�

2002/12
（中間期）�

112億�
66百万円減�

2001/12
（中間期）�

2002/12
（中間期）�

43億64百万円増�

6 財務活動による
キャッシュ・フロー

当中間期において財務活動に使用した資金は91
億94百万円（前年同期比2.2％増）となりまし
た。これは、長期借入金の返済52億50百万円及
び配当金支払39億44百万円によるものです。

7 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

当中間期末における現金及び現金同等物の残高
は、前期末に比して143億56百万円（29.6％）
減少し、340億90百万円となりました。

2001/12
（中間期）�

2002/12
（中間期）�

1億94百万円減�

2001/12 2002/12
（中間期）�

143億�
56百万円減�

2002年 6月末日現在

2002/12
（中間期）�

1998/12 1999/12 2000/12 2001/12

新規出店数�
期初店舗数�

期末店舗数�
閉鎖店舗数�

（単位：店）�

※在外子会社の2店舗を含みません。�

3,
82
2

3,
87
3

2,
43
7

2,
85
2

45
9

44

2,
85
2

3,
25
8

45
1

45

3,
25
8

3,
59
8

39
9

59

3,
59
8

3,
82
2

28
5

61 10
1

50
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第31期
2001年１月１日から
2001年12月31日まで

中 間 期中 間 期

計3,875店
直営店 2,850店
フランチャイズ 1,023店
海外 2店



北海道地方　0.24％�
312,900株�

中部地方　2.72％�
3,619,800株�

九州地方　0.94％�
1,243,600株�

近畿地方　4.48％�
5,965,400株�

四国地方　0.49％�
645,500株�

外国　50.10％�
66,614,700株�

東北地方　0.49％�
655,300株�

関東地方　39.86％�
52,995,800株�

中国地方　0.68％�
907,000株�

外国法人等　50.11％�
66,631,600株�

個人・その他　48.91％�
65,033,100株�

証券会社　0.04％�
51,800株�その他の法人�

0.68％�
899,200株�

金融機関　0.26％�
344,300株�

（千株）�
6,000

3,000

株価�
（左目盛り）�

出来高�
（右目盛り）�

2002.1 2 3 4 5 6 7

4,000

8,000

0

（円）�
日経平均�
（週末終値）�
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施設見学会�

半期報告書提出、アニュアルレポート発行�

2002年1月� 2002年 7月� 個人投資家向け「会社説明会」�

2002年 8月� 中間決算短信発表・中間決算説明会、�
中間事業報告書送付、ホームページ開設�

2002年 9月�

2002年2月�決算短信発表・決算説明会�

2002年3月�定時株主総会開催、環境報告書発行、�
事業報告書送付、有価証券報告書提出�

2002年4月�コーポレートプロファイル発行�

2002年5月�個人投資家向け「会社説明会」�
�

31日：決算日�

2002年6月�30日：中間決算日�

 10月�

 11月�

 12月�

2002年 10月�

2002年 11月�

2002年 12月�

これからの予定�

I R ・ 株 式 カ レ ン ダ ー

株 式 の 状 況 （2002年6月30日現在）

McDonald’s Japan 2002 ● 14

株式インフォメーション
Stock Information

●会社が発行する株式の総数 480,840,000株

●発行済株式総数 132,960,000株

●株　主　数 165,131名

（前期末比 8,680名増）

●大　株　主

●株価チャート（週足）

株　主　名
当社への出資状況

持株数（百株） 出資比率（％）

マクドナルド・レストラン・オペレーションズ・インク 390,900 29.40

273,900 20.60

157,700 11.86

100,000 7.52

100,000 7.52

37,365 2.81

960 0.07

769 0.05

510 0.03

348 0.02

マクドナルド・レストランツ・オブ・カナダ・リミティッド

藤田　田

藤田　元

藤田　完

日本マクドナルド社員持株会

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本マクドナルドグル－プ持株会

太陽生命保険相互会社

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口）

●地域別株式分布状況

●所有者別株式分布状況

（注）持株数は、百株未満を切り捨てて表示しております。

株主様ご優待のお知らせ�
2002年12月31日権利確定分より　�
ご優待内容の変更がございます。�

2002年6月30日�●ご優待内容：下記のA～Cの中から、�　ひとつお選びいただけます。� 2002年12月31日�●ご優待内容：株主さまから頂戴したご意見に�　お応えして、下記内容に変更いたします。�

※所有株数にかかわらず1名義につき1口のご優待となりますのでご了承下さい。
※ 9月9日（月）までにお申し込みがない場合は、自動的にBをお送りいたします。
※ Cについては10月～翌年3月の6ヶ月間お届けいたします。

当社商品無料優待券（6枚セット）

● 100株以上……1冊（6枚）
●300株以上……3冊（18枚）
●500株以上……5冊（30枚）

※切り離して単品でもお使いいただけます。

当社お飲物（Sサイズ）
無料優待券（50枚）

●対象店舗：マクドナルド全店
●有効期限：発行日より6ヶ月

当社バリューセット
無料優待券（10枚）

●対象店舗：マクドナルド全店
●有効期限：発行日より6ヶ月

当社ハッピートイ
（ハッピーセットに付くおもちゃ）

● 4個1セットとし、株主さまがご指定される
お客さまへ6ヶ月間連続してお届けいたし
ます。但し、国内限定となります。 ¬SCEI

¬2001 SCEI ¬R.G./I.P/SCP/CX・SVW
¬2002 SQUARE CO., LTD.

A

B

C
イメージ

●ハンバーガー無料券

お好きなハンバーガー

●お飲物無料券

お好きなお飲物

●マックフライポテト無料券

マックフライポテト

日本マクドナルドホールディングス株式会社では

毎年6月30日・12月31日現在（半年ごと）におい

て、株主様名簿に記載のある100株以上の株式を

所有されている株主様に下記の株主優待をご用

意しております。



日本マクドナルドホールディングス株式会社
（旧　日本マクドナルド株式会社）

東京都新宿区西新宿6-5-1 新宿アイランドタワー
TEL 03-3344-1239 FAX 03-3344-6102（IR直通）

ホームページアドレス　http://www.mcdonalds.co.jp/

商 　 号 日本マクドナルド株式会社

所 在 地 本社／東京都新宿区西新宿6-5-1

新宿アイランドタワー

〒163-1339

電話　03（3344）6251（代表）

関東地区本部／東京都新宿区西新宿6-5-1

新宿アイランドタワー

〒163-1336

電話　03（3345）6861（代表）

中央地区本部／神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134

横浜ビジネスパーク・ウエストタワー

〒240-0005

電話　045（337）8000（代表）

関西地区本部／大阪府吹田市江坂町5-14-10

マクドナルド緑地公園ビル

〒564-0063

電話　06（6369）3611（代表）

設立年月日 1971年（昭和46年）5月1日

資 本 金 241億1,387万円

業務内容 ハンバーガー・レストラン・チェーンの経営並びに

それに付帯する事業

役　　員 代表取締役会長兼CEO 藤田　　田

代表取締役社長兼COO 八木　康行

代表取締役副社長 田中　　明

代 表 取 締 役 クレア・バブロウスキー

代 表 取 締 役 マシュー H. ポール

取　　締　　役 藤田　　元

取　　締　　役 ジェームズ A. スキナー

取　　締　　役 川村　　明

常 勤 監 査 役 藤木　　努

監　　査　　役 又市　義男

監　　査　　役 デビッドM. ポイマン

監　　査　　役 吉野　賢治

従 業 員 正社員 5,433名

パートタイマー 23,612名（8時間換算）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 会 社 概 要 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
（2002年6月30日現在）

決 算 期 日 毎年12月31日

定時株主総会 毎年3月

上記基準日 毎年12月31日

その他必要あるときは、あらかじめ公告して

臨時に基準日を定めます。

配当金受領株主確定日

毎年12月31日及び中間配当を実施するとき

は6月30日

名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号

UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話（03）5683-5111（代表）

同　取　次　所 UFJ信託銀行株式会社　全国本支店

電話（通話料無料） A0120-24-4479（本店証券代行部）

A0120-68-4479（大阪支店証券代行部）

ホームページアドレス http://www.ufjtrustbank.co.jp/

公告掲載新聞 日本経済新聞

株 主 メ モ

�

郵便物送付先

電話照会先（ ）


